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研究要旨 
原子力災害からの回復期における地域での保健福祉活動の課題を整理し、その課題を

解決することを目指した研修等実践活動を展開し、地域活動を支援する資料を作成し

た。現場での難しさとしては、放射線リスクを学ぶのが困難であるだけではなく、放射

線リスクの知識だけでは課題解決に大きな限界があり、コミュニケーションの問題も考

える必要がある。コミュニケーションの問題は理論的な分析だけでは解決できない難問

である。	 

そこで、この研究班では地域での実践的な活動に基づき、この難問の解決策を探った。

現場からの意見や疑問を重んじ、現場の方々がこれまで置かれてきた状況がもたらした

複雑な感情にも配慮しつつ、より人に近いテーマを意識した研修プログラムは現場で受

け入れられ、モデルとして提示することができたと考えられる。理解できる科学的事実

の提示のみを目指すのではなく、コミュニケーションが相互作用であることを自覚した

持続的な取り組みの仕組み作りが課題となる。 
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Ａ. 研究目的 

 平成24年5月に「原子力被災者等の健康不
安対策に関するアクションプラン」が策定

され、国は「統一的な基礎資料をもとに作

成した保健医療福祉関係者のための研修教

材を用いて、中長期的に研修が行われるよ

う必要な支援を行う」とされていることか

ら、特別研究欅田班により研究がなされ、

放射線リスクに関してコミュニケーション

する際のあり方や知識・技能を習得する際

の支援の方法などについて報告書をとりま

とめた。この報告書を踏まえて平成25年度
の福島県での保育士研修がデザインされた

が、平成25年3月に原子力規制委員会から公
表された「県民健康管理調査等の現状と提

言」には、「放射線リスクのみならず二次的

な健康リスクにも考慮すべき」といった新

たな内容の提言がなされ、対応を早急に具

体化することが求められた。 
	 放射線対策への負担が軽減しない中、放

射線対策を実行することが本来の業務を圧

迫することが懸念され、負担感が強いとい

う指摘がある。そこで、保健医療福祉職が

負担感を強く感じることなく、日常業務の

中で求められる機会が多い放射線リスクに

関するコミュニケーションを実施する上で

の知識・技能を習得できるような手法を開

発する必要がある。 
	 上述した必要性に応え、現場で展開可能

な手法を具体的に示すものとして、①研修

ツールキット②保健センター等での関連業

務支援のモデル提示を作成する。 
 

Ｂ. 研究方法 

B.1	 福島県での保育士研修の評価 

B.1.1.地域での活動の課題 

福島県保健福祉部子育て支援課と連携し

て実施した保育士研修と日本医師会環境保

健委員会がとりまとめた答申を題材にして、

地域での活動の課題の整理を試みた。 
B.1.2. これらの課題への対応としての

研修の実践的展開 

整理した課題への対応として実際に行わ

れた研修が参加者などにどのように受け止

められたかを調査した。これらの実践的な

取り組みにおいては、福島県立医大、長崎

大学、国立精神神経センター、福島県臨床

心理士会、福島県医師会小児科医会、除染

情報プラザ、市民科学研究室、消費者庁、

日本放射線安全管理学会の協力を得た。 
 

B.2	 放射線専門家による保健センター等

の職員の業務支援 

	 日本放射線安全管理学会と連携し、福島

県内の自治体の協力を得て以下のプロジェ

クトを実施した。 



 

 

B.2.1. 放射線測定を活用した地域での

放射線リスク・コミュニケーション支

援 

	 地域活動の実践的展開として、自治体の

放射線リスク・コミュニケーションの支援

を試みた。 
B.2.2. 避難指示解除準備区域等への帰

還のための汚染状況事前調査と健康予

測評価支援のための冬期モニタリング

方法の開発 

 福島県の一般環境では冬期の積雪、低温を
避けることはできないため、除染作業のみ

ならず、除染効果の確認と、それによる避

難指示解除準備区域等への帰還や被ばく線

量推定による健康予測評価を行うこともで

きず、結果的に帰還への決定が遅れること

となることから、その課題への対応を検討

した。 
B.2.3. 白河市における幼稚園・保育園

における放射線対策支援 

	 福島原発事故以前より放射線教育の重要

性は科学リテラシー推進の一環として語ら

れてきたが、事故後は、放射線を科学面で

も理解するだけではなく、放射線リスクに

対処するための現場での実践的スキルを養

うために、特に幼少期からの教育が重要視

されていることから、その可能性を検証し

た。 
B.2.4. 個々の住民の内部被ばくの測定

値に基づく放射線リスク・コミュニケ

ーション支援 

これまでの政府自治体レベルでの検査

および大学研究機関等による検査より明

らかになってきた福島原発事故による住

民の内部被ばく線量は、地域文化を背景

にした個人の食習慣による違いがあるも

のの、外部被ばく線量よりも十分に低い

ようである。しかし、そのリスク認知度

は高い。この状況のもとで、九州に避難

している方々に対して、長崎大学におい

てWBC（ホールボディカウンター）を用い

て体内放射能を測定し、その結果に基づ

き対話を行い、そのサービスが人々に役

立つかどうかを検証した。 
B.3	 地域保健活動の一環としての放射線

リスク・コミュニケーションのあり方 

	 帰還に向けた放射線リスク・コミュニケ

ーションに関する施策パッケージなどこれ

までの国の取り組みを題材とし、ここまで

のリスク・コミュニケーションの取り組み

での課題を ICRP (International Commis-
sion on Radiological Protection、国際放射
線防護委員会)のTG84がまとめた論点やこ
れまでの現場での活動での知見を踏まえて

整理した。その上で、現場での経験を踏ま

えて、災害からの回復過程を支えるために

率直なコミュニケーションを促進するため

の方策を論じた。 
 

B.4	 放射性物質の健康リスクにおけるリ

スク・コミュニケーションの子供向け教材

開発 

一昨年度の研究から、コミュニケーショ

ンを円滑にすすめるためには、教科書や

パンフレットといった情報提供を主たる

目的とした媒体以外に、コミュニケーシ

ョンをサポートするための媒体があって

もよいと考えられたことからその開発を

進めた。 
B.5	 厚生経済学的手法の適用可能性 

費用便益分析は、補償原理に則っており、

補償がなされないと成り立たないだけでな



 

 

く、公平性の確保には無力で、その結果を

そのまま適用することが倫理的ではないと

いう重大な欠点がある。 
しかし、ある程度の被曝が避けられない中

では、1 人1 人が自分で危険の程度を判断
して行動を決めなければならず、その意志

決定は困難である。そこで、費用便益分析

の限界を自覚した上で、それが利用可能か

どうかを検証するための判断材料を作成し

た。 
 
（倫理面での配慮）	 

本調査は行政機関が事業として行う研修

会で行政目的に用いる調査を支援する形式

で実施した。事業評価のためのアンケート

は無記名で行われ個人情報は扱っておらず、

アンケートへの記入は任意で行われた。ま

た、アンケートに関する質問や疑問点につ

いては、随時研究者が応じること等を伝え

アンケートの提出により調査への協力を得

られたものとした。 
 

Ｃ. 研究結果 

C.1	 福島県での保育士研修の評価 

C.1.1. 地域での活動の課題 

	 現場では、(1)リスク認知の主観性やおか
れた状況などに基づく意見の多様さ、(2)相
場観の醸成の困難さに基づく判断分析の難

しさ、がある。これらは、放射線リスクの

特性がもたらすリスクへの対応の困難さに

加えて、わが国でこれまで経験がなかった

原子力災害が持つ特性により、その対応の

困難さが増していると考えられる。 
	 放射線リスクへの感じ方などは、現場の

人々がこれまで置かれてきた不条理とも思

える状況によりもたらされてきた面が否定

できないと考えられる。それらの経緯で生

じた感情を扱うことが容易ではなく、その

感情が解放されないまま時が過ぎているこ

とがあり、表面的な平静さが取り戻されて

いるにも関わらず、感情を扱うことの重要

性が減少していないと推察される。このこ

とへの特別な配慮が必要である。 
政府機関が提供する資料は放射線に関する

科学的事実を伝えるだけではなく、原発事

故に向き合い、それにより社会にもたらさ

れてきた課題を扱うように工夫されてきて

いる。しかし、現場での様々な場面におけ

る疑問点を考える材料が今なお、不足して

おり、保育士研修ではそれを求める声が強

かった。また、時間の経過や地域での放射

線対策が進むにつれ、バランスを考え保育

施設での放射線対策を緩和することが課題

となっているが、その判断が現場の管理職

の負担となっている。保育施設は元々子ど

もの側に立った視点で子どもへのリスクを

小さくしたいという気持ちが関係者に強い。

その気持ちがより強い保護者が集う保育施

設では、施設長への負担がより増す構造に

あると考えられる。とりわけ、これらの保

護者が施設長に強力なリーダーシップを求

める場合には、このため、特に施設長の判

断の負担の軽減策が求められる。一方、施

設としての対応を決めるにあたって、保護

者や職員の間で、複雑な対立構造があり、

必ずしも施設長の方針決定を求めていない

場合には、対立構造にするのではなく、「子

どもを守るため」「子どもを中心に考えた対

応」というのは全ての関係者が共通すると

ころであることから、同じ目的を目指して

いることを共通認識としながら探っていく



 

 

ことが求められる。そのためには、話し合

いが重要となるのが、それを進めることも

容易ではないだろう。何故なら、そもそも

リスクとの付き合い方は、主観性やそれぞ

れの事情が関係するので、関係者全てが納

得する正解が存在しないこともあるだけで

はなく、人々の関係性の問題から本音を出

すことが容易ではないからである。このた

め、まずは安心できる場づくりが重要とな

るであろう。 
	 ここで、改めて確認しておくと良いと思

われるのは、保健師や保育士の果たすべき

役割である。保健師や保育士には、放射線

のことをきちんと理解し、地域住民や保護

者に放射線のことを系統立ってわかりやす

く話をする責務があると捉えるのは必ずし

も正しくないように思われる。 
	 専門的なことは専門家が説明する責務を

負う。つまり、専門知識の主担当は専門家

となる。しかし、専門家がその役割を発揮

するためにも、状況に応じた連携が重要と

なる。本来、保健医療福祉者は、住民たち

の悩みを「解決」することが役割でも責任

でもなく、住民の自己決定を促すための情

報や知識を伝え、他の保健医療福祉職種と

連携して、住民自身が解決策を探ることが

できるように支援することだと考えられる。

その中でも保健師は、その連携を効果的な

ものとするために地域でコーディネートす

る役割を担うことが望ましいと考えられる。

そのためには、資源資源（専門機関、研究

者、窓口など）の知識が求められる。ただ

し、地域の事情が複雑で、コーディネート

そのもので問題があるときには、職種別の

役割分担に必ずしも拘らずにも、地域の実

情に応じたり外部の資源を利用するなどし

て、その負担を軽減する措置を講ずる必要

がある。市町村のみで困難で有る場合には、

保健所の支援が有用である。地域の住民の

実態をとらえ、専門家を有効に活用する役

割としては、市町村保健師だけではなく、

広域的、・専門的役割が期待される保健所

（保健所医師、保健師）の役割も重要であ

る。他の自治体の情報を保健所や県が提供

することや情報交換の機会を持つことも有

用である。また、福島県内の自治体では大

学の公衆衛生学教室などが継続的な関わっ

ている例がある。このような支援も受けな

がら、地域の住民や、保育所保育士などの

現状・課題を、被災や事故後の地区活動の

中でとらえ、地元の保健師であるからこそ、

専門家とつなぎ、連携し（そこに共に参画）

することで（専門家の説明をわかりやすく

住民に伝えることよりも、住民の置かれて

いる状況を外部の専門家に理解できるよう

に伝える意義が多いこともあるだろう）、不

信や不満にあふれた住民の気持ちに添った

専門家との関係作りに効果を果たすことが

できる。例えば旧特定避難勧奨地点が散在

する地域において行政の取り組みが困難に

遭遇したときに住民と同様に被災者でもあ

る行政内の保健師が困難ではあるが役割を

発揮することで、地域資源も活用し、住民

との信頼関係を再構築し、（社会全体での正

義の実現も念頭に置き）地域の力を再び高

め問題解決につながっている例がある。こ

のような構造は、これまでの環境汚染を伴

う事例でも観察されている。 
	 いずれにしても、このように自分たちが

“どこまで”対応すればよいのかや外から

の支援を効果的に受けられることを知るこ

とができることは、対応する保健医療福祉



 

 

職にとって心理的な負担を含め実務な負担

の軽減にもつながるのではないだろうか。 
 一方、被災地以外では、対策の実施により
受ける線量が小さくなっていることによる

関心の低下があり、そのことが被災者の生

活再建の阻害要因ともなりえることが懸念

される。 
	 この課題に対応するには、保健医療福祉

職種と連携した支援体制をいかに構築して

いくのかが問われることになる。近年、医

療や介護の領域では地域包括ケアの動きが

盛んに取り上げられている。これは地域で

自分らしい暮らしを続けることができるよ

う、医療機関、介護施設、自治会、ボラン

ティア、NPOなど地域コミュニティの中で
サポートする体制をつくることを目指して

いる1。行政の機能には限界があるので、そ

の限界をこれらの支援団体が補完し地域で

支援できる姿を目指すことが求められ、地

域包括ケアの概念は放射線リスク・コミュ

ニケーションについても応用できるものが

あると考えられる。とりわけ地域の医師や

医師会は、時として厳しい局面に立たされ

る地域の人々やオピニオンリーダーを支え

る役割を果たしていることから地域の資源

として重要であり、負担を避けつつも地域

の医師が果たすべき役割を考慮した地域の

医師向けのサポート活動が求められる。 
 

C.1.2. これらの課題への対応としての

研修の実践的展開 

	 これまでの取り組みを踏まえ、実践的な

活動を展開し、それがそれぞれの現場で受

                                                   
1 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/b
unya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chi
iki-houkatsu/dl/link1-4.pdf 

けいれられるかどうかを検証した。 
このうち、福島県での保育士研修は、現場

の意見を参加者で共有し、その課題を考え

る内容とし、多機関間巻き込み型で様々な

社会資源の活用をイメージできるようにし

て実施した。 
その結果、研修の参加者からはポジティブ

な反応を得ることができ、自治体からの要

望もあり、今後も、この方向性で研修が継

続することになったことから、試みた方法

が受けいれられたと考えられた。 
 

C.2	 放射線専門家による保健センター等

の職員の業務支援 

C.2.1. 放射線測定を活用した地域での

放射線リスク・コミュニケーション支

援 

	 地域活動の実践的展開として、福島市に

おける水田水中、土中の放射性セシウムの

分析により稲の放射線対策を支援するとと

もにそのデータを用いて自治体の放射線リ

スク・コミュニケーションの支援を試み、

地域のデータを用いた活動の重要性を確認

した。 
C.2.2. 避難指示解除準備区域等への帰

還のための汚染状況事前調査と健康予

測評価支援のための冬期モニタリング

方法の開発 

	 福島県の一般環境では冬期の積雪、低温

を避けることはできないため、除染作業の

みならず、除染効果の確認と、それによる

避難指示解除準備区域等への帰還や被ばく

線量推定による健康予測評価を行うことも

できず、結果的に帰還への決定が遅れるこ

ととなる。また、冬季には積雪の状況によ

るモニタリング・ポストの値の変動への戸



 

 

惑いが見られることから、その課題への対

応として冬季の過酷な状況での測定の質の

確保のために現場でのデータに基づき検討

した。 
	 具体的には、空間線量率測定に使用され

る NaI(Tl)シンチレーションサーベイメー
タを用いて、積雪面および低温時にも正確

な放射線量を算出するための放射線測定値

の換算係数を、現在の福島市内の放射性セ

シウム汚染土壌を放射能の面線源として実

験的に割り出し、その整合性を積雪現場に

おいて確認した。 
C.2.3. 白河市における幼稚園・保育園

における放射線対策支援 

	 福島県南地域の自治体と協力し、放射線

対策において課題を持つ幼稚園及び保育園

に対して要望対処型の支援を行い、被災地

における初等教育・養育施設に対する支援

のモデルケースを構築することを目的とし

て、本課題では白河市こども課、学校教育

課（白河市教育委員会）、健康増進課の協力

の下に幼稚園における放射線教育を計画、

実行した。 
C.2.4. 個々の住民の内部被ばくの測定

値に基づく放射線リスク・コミュニケ

ーション支援 

福島県内ではホールボディカウンター

（WBC）による内部被ばく検査受診体制が

整備され、その結果も福島県ホームペー

ジ等より公開されている。長崎大学でも

WBCにより継続して検査を行なっている。

いずれの場合にも、比較的多くの数量の

体内残存量が確認されることがあるもの

の、もはや検出限界を超える体内放射能

が検出されることは稀となり、同検査は

被ばく線量評価よりもむしろ検出限界以

下であることを確認し、安心材料を得る

ためのリスク・コミュニケーションツー

ルとしての意義を持ちつつある。本課題

ではこの点を実践し、より意義を深める

方策を検討するために、福島県保健福祉

部県民健康管理課による県外	 WBC検査の

一環として、事故発生当時に福島県内に

居住し、その後、九州に避難している方々

に対して、長崎大学WBCにおいて体内放射

能を測定し、その結果に基づき対話を行

った。検出限界は測定の質に依存するだ

けではなく、リスク認知の主観性も考慮

したコミュニケーションが求められるが、

個人の実測値を用いた個別の対応は、関

係性の改善に役立つと考えられた。 
C.3	 地域保健活動の一環としての放射線

リスク・コミュニケーションのあり方 

帰還に向けた放射線リスク・コミュニケー

ションに関する施策パッケージなどこれま

での国の取り組みを題材とし、ここまでの

リスク・コミュニケーションの取り組みで

の課題をICRP (International Commission 
on Radiological Protection、国際放射線防
護委員会)のTG84がまとめた論点やこれま
での現場での活動での知見を踏まえて論点

整理がなされた。 
これまでの国の取り組みは、正確な情報を

広く行き渡らせることを主眼としているが、

ボトムアップ的な視点は必ずしも反映され

ていなかったが、改善しつつある。例えば、

「施策パッケージ」において、双方向のコ

ミュニケーションをきめ細かく実施する方

針が掲げられていることは、現場の声に即

した対応と考えられる。しかしながら、根

本的な課題としては、リスク・コミュニケ

ーションを、放射線に対する健康不安を解



 

 

消するための取り組みと位置づけられてい

ることが指摘された。この位置づけは、放

射線に関する正確な情報が行き渡っておら

ず、過度の不安を抱えた住民が少なからず

存在するという現状認識である。しかし、

たとえ情報が正確に伝わったとしても、こ

れまでの経緯を考えると放射線に対して不

安を抱くのは当然のことであり、不安の根

絶を目標とするのは現実的ではないことと

過度の不安を解消しようとする立場からは、

リスクがそれほど大きくないことを強調す

るトーンになりがちであり、そのことは住

み続けている住民からは強く望まれること

かもしれないが、避難を余儀なくされた住

民や自主的に避難された住民ややむをえな

い理由で留まっている住民にとって、国は

加害者であると受け止められており、その

国がリスクの小ささや対策の有効性を示す

ことは反発を招く結果となる。このため、

そのことを自覚した対応が求められる。 
帰還に向けた放射線リスク・コミュニケー

ションに関する施策パッケージでの「基本

的考え方」の大きな特徴は、リスク・コミ

ュニケーションの担い手として、相談員を

前面に打ち出していることである。「施策パ

ッケージ」によれば、自治会の代表者や地

元自治体の職員、地元自治体の職員であっ

た者、社会教育指導員、各市町村で活動す

る保健医療福祉関係者等が、相談員として

想定されている。放射線以外の問題も含め

て総合的に対応するために、専門家よりも

身近な、これらの人々が住民の声に耳を傾

けることは重要である。地域保健活動はリ

スク・コミュニケーションを実践する重要

な機会であり、地域保健医療福祉に係る専

門職は相談員の有力な候補と目されている。

しかし、例えば保健師を相談員として位置

づけた場合、時間的にも精神的にも負担が

大きくなりすぎることが懸念される。この

ような状況では、保健師等を相談員とする

ことには問題が多い。むしろ、通常の地域

保健活動の中で住民の聞き役に回り、必要

に応じて住民と専門家・市町村関係者との

橋渡しをする形にしたほうが現実的である

ことが指摘され住民サイドの相談員を別途

設けるやり方が提案された。C.1.1.に示した
ようにこのようなアイデアに基づき、保健

師が日常業務の範疇で、既存の事業を用い、

地域の人材を活用し現実に機能している実

例がある2。この実例では保健師の家庭訪問

などの働きかけの末に、旧特定避難勧奨地

点に指定された家屋の住民とそうでない住

民がブラックユーモアを交えつつフェアな

補償とは何かを率直に話し合う光景が展開

されている。正義に実現を目指し、フェア

さを議論するには、人々がそのことを考え

る材料を提供することなども課題となるで

あろう。 
初期の段階では住民は支援を受ける側と

しての立場が強いとしても、復興のステー

ジが進むにつれて、様々な問題により主体

的に関わることになる。その段階では支援

という枠を超えて、住民と市町村、専門家

等が対等に協力しながら、コミュニティ全

体として問題に対処する、リスク・ガバナ

ンスの構図になることが望まれることが指

摘された。 
 

C.4	 放射性物質の健康リスクにおけるリ

                                                   
2 
http://www.nsr.go.jp/committee/yuushiki
sya/kikan_kentou/20131111.html 



 

 

スク・コミュニケーションの子供向け教材

開発 

コミュニケーションを円滑にすすめる

ためには、情報提供を主たる目的とした

媒体以外に、コミュニケーションをサポ

ートするための媒体があると考えられる。

事実、昨年度開発した媒体（カルテット

ゲーム）の試用時点で、入手できるよう

要望があったため、媒体内容をより詳細

に説明したパンフレットを作成した。ま

た、学校現場での利用を考慮し、小学生

向けに改変した。内容は文部科学省ＨＰ

に公開されている副読本にそった。教材

の効果評価については、今後の課題であ

る。 
C.5	 厚生経済学的手法の適用可能性 

ある程度の被曝が避けられない中では、1 
人1 人が自分で危険の程度を判断して行動
を決めなければならない。受け入れられる

リスクレベルが小さくなると放射線リスク

だけではなく他のリスクでも明確な閾値を

示すことが困難となり、どこまでの危険を

受け入れるかについての意思決定をしなけ

ればならない。この意志決定は、個人だけ

でなく、学校や保育園などの公共施設は、

児童や生徒にどの程度の安全を提供するか

を決めなければならないことから、公共的

な意思決定が求められることになる。 
経済学は20 世紀の初めから中頃にかけ
て、そのような、個人レベルと公共レベル

の意思決定をつなぐ理論を発展させた。そ

の成果の一つが、費用便益分析である。こ

の手法は補償原理に則っている。補償原理

とは、個人について定義される危険度低減

への支払意思額(WTP:willingness to pay) 
と危険度がある大きさだけ上がることと引

き換えに受け取るならば効用が下がらない

ような最小貨幣額としての受入補償額

(WTA: willingness to accept) を公共の意
思決定に結びつける理論である。 
しかし、補償がなされることは必ずしも期

待できないことから、その限界は明らかで

ある。 
補償が行われない場合は、いかに効率的な

政策でも、特定の集団に費用を押しつける

場合には、倫理的に受け入れられない。ま

た、非効率な政策であっても、それを行わ

ないことによって特定集団の大きな負担が

解消しない場合には、あえて非効率な政策

を行うことが社会的に正当化されうると考

えられる。さらに、便益や費用はWTP や
WTA として定義されるが、これらの大き
さは、個人の支払能力に依存する。つまり、

貧富の差が、便益・費用の大きさに大きく

影響することから、便益を受ける人や費用

を被る人が、豊かさの異なる集団に偏って

生じる場合には、効率的な政策がそれ自体

非倫理的となりうるだろう。 
これらは一括して公平性の側面だと考え

られる。費用便益分析は効率性を判定する

道具であるが、効率性は公平性と対立する

ことがあり、両者を統一的に評価する公共

政策評価論は確立していない。要するに、

費用便益分析は、公平性の問題が大きい場

合には、適用できないという限界をもって

いる。このことは、20 世紀の半ばにはすべ
て確立したことであり、今更議論する余地

がないと考えられる。 
このように明らかに限界がある手法を用

いて現場の課題を検討してみた。このアプ

ローチが役立ちうる場面があるかどうかの

検証が課題である。 



 

 

 

Ｄ.結論 

原子力災害対応において、福島県内にお

いては保健医療福祉職が医療･健康以外の

対応が増加し保健医療の資源を圧迫し、放

射線に依らない健康指標の悪化が示されつ

つあるなか、一次予防対策の推進が改めて

求められた。平成 25 年 3 月に原子力規制委

員会から「県民健康管理調査等の現状と提

案」が公表され、その中でも「不安軽減の

ために放射線健康影響の知識の普及啓発が

必要」といった従来の指摘の他に「放射線

リスクのみならず二次的な健康リスクにも

考慮する必要あり」といった新たな内容を

含む提言がなされた。	 

本研究班では、昨年度の欅田班での検討に

引き続き、現場の課題の困難さの解決を実

践的な研究により目指した。人々が情報を

取捨選択することには、その人の立場に立

つと合理的な理由があり、提供した情報が

そのまま受け入れられないことがあるのは

当然である。このため、わかりやすさのみ

に配慮した知識提供型のアプローチには限

界がある。そこで、気持ちや個別事情に配

慮し多機関を巻き込み多様な視点から提供

されるプログラムを実施したところ、有用

で現場でも受け入れられ人々に役立つこと

を確認した。原子力災害後の地域での問題

は多岐にわたり難問であり、このアプロー

チを今後とも継続することが望まれる。	 

	 コミュニケーションは放射線計測と同

様に相互作用的なものであり、双方が感じ

ている認知的不均衡を解消するために、自

分が考えるように社会があるはずとする同

化に頼るだけでなく、自分の考え方そのも

のの見直しが必要な調節機能を発揮するこ

とが求められる。そのためには、率直さが

不可欠である。このため人々が出会う場を

安心できるものとする必要があり、そのた

めには態度で示すことが重要である。	 
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